介護サービス情報の公表制度について
昨年６月に成立した介護保険法の一部を改正する法律により、制度の見直しが行われた。
■制度の見直しの方向性
・事業者にとって負担の少ない制度運営とすること。
・都道府県別に設けたサーバーを用いて公表していたものを、国のサーバー
　で一括公表すること。
■見直しの概要
・調査を義務から都道府県が必要と認める場合に変更。
・介護保険法の指定公表機関及び指定調査機関への手数料直入規定を廃止。
　ただし、地方自治法に基づき、手数料を徴収することは可能。
・国が公表サーバーを設置し、一元的に管理運営。
■平成２４年度からの介護サービス情報の公表制度
・調査は都道府県が認める場合に実施。
・報告情報は基本情報と調査情報。
　調査を実施しない事業所でも調査情報を報告。
・報告は都道府県に年一回。
・都道府県は、報告等を命じ、命令に従わない場合は、指定取消又は停止。
・国の公表サーバーで公表。公表画面を分かりやすくするために工夫。
地域の自主性を高めるための改革について
「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」等により、地方自治体の自主性を強化し、自由度を高めるため、介護保健サービスの指定に関する基準が都道府県・市町村の条例に委任されることになった。
平成２４年度中に都道府県・市町村（指定権者）が、人員、設備及び運営に関する基準を定めることになる。
